
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数です。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）
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人
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1,848,90210,204,558 528,128

　　　　　千円

32,823

　　　　　　％

区　　分

給与費 B/A

千円千円

職員数 （参考）類似団体平均

一人当たり給与費　　計　　Ｂ　　　　　　Ａ 期末・勤勉手当

千円 　　　　　千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

(H23)

97.0

100

105

1

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

２　一般行政職級料表の状況（23年1月1日現在）
　　 　

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

-

１級 ２級
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243,700

185,800 222,900 261,900
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-
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- -
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 千円 県

歳 人 円 円 円 歳 千円 国

歳 人 円 円 円 歳 千円 国

歳 人 円 円 円 歳 千円

歳 人 円 円 円 歳 千円

歳 人 円 円 円 歳 千円

歳 人 円 円 円 歳 千円

324,842

区　　　　分 年収ベース（試算値）の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ）

用務員

6

9

318,629

251,25313

307,572

38.3

（国ベース）

344,039

367,798315,594

43.8

357,132

田原本町

奈良県

43.1

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

327,205

参　　　考

奈良県

平均給与月額

国

354,890

385,028

42.9

区　　分

平均給料月額

392,010

44.6

424,235

対応する民間
の類似職種

類似団体

類似団体

平均年齢

その他

清掃員

区　　　分

田原本町

407,466

290,487

1

給食調理員

―

397,723

Ｃ／Ｄ

298,900

―

243,911

429,874

廃棄物処理業

―

372,188

公　務　員

国 42.3

1.17

290.6

―

―

民　　　　間
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額
（国ベース）

―

調理師

用務員 53.8

226,774

参　　考

43.1

44.2

51.9

234,072

217,233

216,055

266,333

Ａ／Ｂ

40.4

平均年齢

266,808

226,774

245,444

― ―

0.82

―

平均給与月額
（Ｂ）

278.0

209.7

29

職員数

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

1.03

―

298,900

― ―

―321,662

―

48.7

―

283,862

15

3,689

13750.7

49.5

42.9

2

千円 千円

千円 千円

千円 千円

　　③教育職(幼稚園教諭)

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　 
　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに
　　　　されているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊　　

　　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも

　　　　のです。

類似団体 306,945

清掃員

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ）

3,499

252,986

平均給与月額

4,035

―

30.1

402,203

332,091

区　　分

奈良県

3,559

用務員

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２０年～平成２２年の
３ヶ年平均）

3,750

―

Ｃ／Ｄ

――

※人数が３人以下である平均給与月額等の欄は、個人情報保護のため表示していません。

454,313

279,966

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの
ではありません。

田原本町

47.2

―その他

平均給料月額

41.4

平均年齢

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員に
おいては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

田原本町 ―

1.19

1.01

0.95給食調理員

4,084

2,943
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

―

（幼稚園教諭）

大　学　卒 275,900教　育　職

277,900短　大　卒

― ―

―

中　学　卒

―

区 分 職員数標準的な職務内容

大　学　卒

152,600

137,200

140,100

一般行政職

―

144,500

121,600

177,200

大　学　卒

135,150

一般行政職

区　　　　　分

技能労務職

（幼稚園教諭）

奈良県

178,800172,200

田原本町

経験年数２０年区　　　　分

短　大　卒

高　校　卒

教　育　職

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

経験年数１０年

263,800

192,800 199,700 ―

―

清掃員、用務員、給食調理員等の初任給は、
年齢、経験により129,200円以上225,000円以下
の範囲で決定

大　学　卒

経験年数１５年

―

140,100

―

―

―

―

高　校　卒 230,800

186,000 260,900

292,500 326,400

―

技能労務職

国

172,200

―

164,400

―

構成比

336,300

―

3

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　田原本町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

8.6

39.93　　級

区　　分

1　　級

2　　級

12

4　　級

5　　級

6　　級

7　　級

職員数

20

15

12.1

主事

主事

標準的な職務内容

6.0

15.7

課長、局長、主幹

係長 7.6

部長、参事、次長

課長補佐

係長、主査、副主査

構成比

24

17

10.1

31

79

１級

10.1% １級

7.6%

２級

15.7% ２級

11.7%

３級

39.9% ３級

42.6%
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7.6%
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12.1%
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５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円 千円

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 国と同様 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　なし　　　　　）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

( ) 地域手当

30.55

1.45

国

―

47.50

41.34

59.28

59.28

1.35

47.50

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

33.50

0.651.45

1,330

2.6

１人当たり平均支給額（平成22年度）

田原本町

59.28

33.50

21,516

59.28

59.28

59.28

10,834

1.35

国

管理職加算 10～25％

23.50

管理職加算 10～20％

2.6

23.50

41.34

30.55

役職加算       5～15％

田原本町

役職加算       5～20％

1.35

0.65

2.6

0.65

奈良県

１人当たり平均支給額（平成22年度）

1.45

役職加算       5～20％

1,623
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 (3) 地域手当

（平成２３年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）

千円

　円

　％

月額20,000円以内

8.93職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

28,401

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

主な支給対象職員

感染症防疫作業従事手当

216,000

国の制度（支給率）

3

支給対象職員数

244

感染症防疫作業に従事する職員

ごみ処理作業従事手当

3,240

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

左記職員に対する支給単価

2手当の種類（手当数）

116,400

手当の名称

3

支給率

町内全域

支給対象地域

支給実績（平成22年度決算）

支給実績（平成22年度決算）

日額1,000円以内感染症防疫作業

主な支給対象業務

環境管理課のごみ処理作業に従事する職員 ごみ処理作業

4



 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

 配偶者　月額13,000円 千円 円

その他親族　月額6,500円など

千円 円

千円 円

○交通機関利用  6ヵ月定期券価格

○ 自動車等利用 片道距離に応じて月額

    2,000～24,500円

部長級 月額64,442円 千円 円

次長級 月額57,775円

課長級 月額51,108円

主幹 月額45,739円

園長 月額43,810円

課長補佐級 月額40,370円

主任教諭級  月額33,320円

日直手当日額 4,200円 千円 円

支 給 実 績 （ 平 成 22 年 度 決 算 ）

支給実績

勤務1日当たり
4,200

扶養手当

手　当　名

管理職手当

同

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

―

31,460

職員 １人当たり平均支給年額 （平成 22年度決算 ）

33,420

宿日直手当

内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額 （平成 21年度決算 ）

借家　最高限度額 月額27,000円

通勤手当

住居手当

11,729

支給職員１人当たり

同

182

（平成21年度決算）

104

―

21,365

（平成21年度決算） 平均支給年額

片道２km以上に限る

同

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

―
1,025

同

―

655,294

異
国

46,300円～
139,300円

32,606

8,939

285,549

331,074

75,671

5

６　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額）

(注）  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
        勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

492,000

副 町 長

町 長

議 員

副 町 長

副 議 長

報

酬

町 長

退
職
手
当

議 長

給

料
750,000

　　（平成22年度支給割合）

380,000

議 長

給料月額×在職年数×330/100                990万円                     任期毎又は在職期間毎

182,000

227,000

335,000

157,000320,000

　　（平成22年度支給割合）

（支給時期）

2.95

給 料 月 額 等

468,000

区 分
（参考）類似団体における最高／最低額

880,000 920,000

760,000

499,000

400,000

430,000

期
末
手
当

給料月額×在職年数×520/100             1,830万円                     任期毎又は在職期間毎

副 議 長

備　　　　考

議 員

2.95

町 長

副 町 長
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７　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

0

79

16

民 生

衛 生

小　計

議 会

特
別
行
政
部
門

9

　公
　営
　企会
　業計
　等部
門

14

0

14

17

5

159

1

▲ 1

76

0

一
般
行
政
部
門

10 1

0

3539

23

3

平成２３年

職員数

消 防

水 道

病 院

教 育

下 水 道

そ の 他

交 通

商 工

農 林 水 産

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

2

76

対前年
増減数

3

15

19

後期高齢者医療見直しに伴う

機構改革（分課に伴う増）

退職に伴う

機構改革（新管理職増）

0

0

1

平成２２年

79

158

2

総 務

警 察

小　計

1

機構改革（部課の廃止）住民生活課廃止

6

52 56

0

19

労 働

税 務

土 木

機構改革（新規業務担当の増員）

機構改革（課の統合による）

22

主な増減理由

▲ 3

0

0

▲ 3

▲ 4

16

職員の事務担当の変更

4

▲ 1

0

0

6

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

16

人
職員数

2 11 24

人

[331]

　　 門

32歳

～

277

40

[331]

17

40

275

▲ 1

～

47歳

36歳 44歳

51歳

合　　計

～区　分

そ の 他

24歳

31歳

人

20歳 20歳

23歳未満

小　計

人

27歳

[　0　]

～

28歳

32

人

29

35歳

～

39歳

～

11

人

60歳

～

56歳

人 人

34 36

～ ～

後期高齢者医療見直しに伴う

59歳

0

人

～

人 人 人

55歳

274

以上

▲ 2

43歳

33 3823

計
48歳40歳 52歳

人

1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

1年前の構成比

%

6



(3)職員数の推移

(　単位　：　人　・　％　）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
　　　２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

一般行政

教育

消防

普通会計計

公営企業等会計計 42

307

39 44 42 40

270

277

79

303 314

165

100

170

272259

309総合計

23.2%

265

40

275 ▲ 32 10.4%

172 158166

99 94

▲ 30 11.3%

▲ 2 4.8%

過去５年間
の増減数（率）

▲ 7 4.2%

▲ 23100

235

159

76

237

　　　　　　　　　年　度
　部門別

１８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年
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８　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

区　　分

田 原 本 町

　　　　　　区　　分

職員数

　　計　　Ｂ

14

人

田原本町　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成22年度）

千円

１人当たり平均支給額（平成22年度）

535,892

平均月収額

6,361

一人当たり

期末・勤勉手当

12.1

　　　　給与費 　　B/A

平　均　年　齢

千円 　　　　　千円 千円２２年度

45.6

Ａ  

区　　分

２２年度 　　　　千円

総費用 純損益又は実

千円　 ％

団 体 平 均

　質収支

職員手当　　　　　　Ａ

9,070

45.1

基本給

89,04721,582

734,978 ▲ 26,647 89,047 12.2

％

給　 料

58,395

千円

総費用に占める

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円　

める職員給与費比率

平成21年度の総費用に占

Ｂ　

一人当たり給与費

職員給与費比率

千円

323,330

362,100

田原本町

（参考）平成21年度平均

　　　　　　Ｂ／Ａ

6,481

387,299

8

千円　 千円　

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 国と同様 その他の加算措置 国と同様

（退職時特別昇給　　　　　　　なし　　　　　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

59.28

10,834

1.35

30.55

21,516

33.50

1,542

23.50 30.55

47.50

役職加算       5～15％

田原本町　（一般行政職）田原本町

59.28

1.35

0.7

2.6

1.5

59.28

41.34

0

59.28
59.28

33.50 41.34

47.50

22,483

2.6

0.7

59.28

23.50

1.5

役職加算       5～15％

1,330

8



ウ　地域手当

（平成２３年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（平成２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げられています。                             

エ　特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在）
千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

カ　その他の手当（平成２３年４月１日現在）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

主な支給対象業務

0

一般行政職の制度（支給率）

1,901

支給対象職員数

支給実績（平成21年度決算）

国の制度と

930

職員 １人当たり平均支給年額 （平成 22年度決算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ）

456

32

支 給 実 績 （ 平 成 22 年 度 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額 （平成 21年度決算 ）

支給実績 支給職員１人当たり

3

93

0

3町内全域 3

支給対象地域

14

支給率 一般行政職の制度（支給率）

町内全域 3

0

該当なし

手当の名称

支給実績（平成22年度決算）

支給率

主な支給対象職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）

支給対象地域

手当の種類（手当数）

国の制度

135,785

左記職員に対する支給単価

9

 配偶者　月額13,000円 千円 円

その他親族　月額6,500円など

千円 円

千円 円

○交通機関利用  6ヵ月定期券価格

○ 自動車等利用 片道距離に応じて月額

    2,000～24,500円

部長級 月額64,442円 千円 円

次長級 月額57,775円

課長級 月額51,108円

主幹 月額45,739円

課長補佐級 月額40,370円

千円 円

内容及び支給単価

国の制度と 支給実績

（平成22年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額異なる内容手　当　名

住居手当 同

―宿日直手当

管理職手当

扶養手当

通勤手当

177,000

―

借家　最高限度額 月額27,000円

国の制度

との異同

同
2,478

432

―

同 ―

国
46,300円～
139,300円

異

544片道２km以上に限る

―

―

―

2,480

―

177,000

31,000

39,000

（平成22年度決算）
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９　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

 (1) 職員の勤務条件、休憩時間の概要（平成２３年４月１日現在）  

 職員の勤務時間は、午前8時30分から午後5時15分までの1日7時間45分、週38時間45分です。
 別に60分の休憩時間があります。

 (2) 職員の年次休暇の概要と取得状況

 労働基準法の規定に従い、原則として1年に20日の有給休暇が与えられます。
（各年1月1日から12月31日）

 (3) 特別休暇の概要と取得状況

 年次休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別休暇が付与されます。
主要なものは次のとおりです。

付与日数

必要と認められる期間

必要と認められる期間

5日

5日

5日

4日

（４）　病気休暇の概要と取得状況

 職員が負傷または疾病のために勤務できない場合、医師の証明書などに基づき、療養のため必要最小限の
　時間勤務することが免除されます。

公民権行使や証人などに出頭する場合の休暇

骨髄提供のための休暇

平成22年の平均取得日数

夏季休暇

ボランティア休暇

子の看護休暇

結婚休暇

種類

11.2

10

　時間勤務することが免除されます。

（５）　育児休業の概要と取得状況

 職員が育児をするための休業制度で、最長3年間取得することができます。育児休業は1日単位で、部分
　休業は時間単位で取得することができます。

（平成22年度）

１０　職員の分限処分・懲戒処分の状況
（平成22年度）

①分限処分
「分限処分」とは、公務の能率維持のため行う処分です。
心身の故障により休職処分とした者＝3人

②懲戒処分
「懲戒処分」とは、公務員関係の秩序を維持するための道義的責任を追及して行う処分です。
公務員としてふさわしくない非行により懲戒処分とした者＝0人

育児休業

取得者数

12

平成22年取得者数 23人

部分休業 5

10



１１　職員の服務状況
 服務に関する基本原則の概要

１２　職員の研修状況
 職員に高度な専門知識、技術などを習得させるため職員を研修機関等へ派遣しています。

１３　職員の福祉・利益の保護の状況
 ①　町の常勤職員は、奈良県市町村職員共済組合に加入し、当該組合の規定による短期給付（保健・休業・
  災害・附加）と長期給付（年金）を受けることができます。なお、幼稚園教諭、給食調理員、学校用務員
  など一部の職員は、公立学校共済組合に加入しています。
②　職員が公務による災害で病気になったり死亡した場合には、地方公務員災害補償基金から一定の補償
  があります。
③　職員の健康診断については、労働安全衛生法により、年1回実施するとともに、町の産業医等の指導に
  より職員の健康に配慮しています。

１４　公平委員会への措置要求・不服申立の概要
職員は 勤務条件その意に反する不利益な処分に関して 公平委員会に措置要求または不服申立てを行う

守秘義務

政治的行為の制限

基本原則 概要

職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはなりません。

職員は政党その他の政治的団体の結成などに関与する等の政治的行為が禁
止されています。

職員は全体の奉仕者として、勤務時間中においては全力で職務を遂行しな
ければなりません。

職員は信用を傷つけたり、全体の不名誉となる行為をしてはいけません。

職務専念義務

信用失墜行為の禁止

営利企業等に従事することは制限されており、従事する場合には許可を受
けなければなりません。

職員には争議行為等が禁止されています。

営利企業等の従事制限

争議行為等の禁止

11

 職員は、勤務条件その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に措置要求または不服申立てを行う
  ことができます。
平成22年度は、勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申立てはありませんでした。
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